
会社の現況に関する事項 （平成22年4月1日から平成22年9月30日まで）

（１）事業の経過及び成果

＜企業業績＞

  当事業年度前半におけるわが国経済は、景気刺激対策により設備投資の下げ止まりや個
人消費の持ち直しといった動きは見られたものの、厳しい雇用情勢や急激な円高等不安定
な状況で推移しました。

　建設業界においては、政権交代による公共投資の縮減傾向に歯止めがかからず、また民
間の設備投資も急速な回復は見られず、先行きは不透明な情勢で推移し受注競争は熾烈を
極めております。

  このような環境下にあって当社は、官庁部門においては積算精度及び技術提案力の向上、
民間部門においては価格競争力の向上及び新規顧客の開拓に注力し、受注高並びに利益の
確保に努めました結果、中間期業績は以下のとおりとなりました。

　先ず受注高は、建設部門 240億円に開発部門 4千万円を加えた 241億円であり、前年同
期に比べて26.6％の減少となりました。建設部門受注高の工事別割合は、土木工事45.8％、
建築工事54.2％、発注者別割合は、官公庁30.5％、民間69.5％となりました。

　次に売上高は、完成工事高 300億円に開発部門売上高 4千万円を加えた 301億円であり、
前年同期に比べて8.5％の増加となりました。完成工事高の工事別割合は、土木工事52.4％、
建築工事47.6％、発注者別割合は、官公庁53.0％、民間47.0％となりました。

　この結果、期後半への繰越高は 806億円と前年同期に比べて21.6％の減少となりました。

  利益につきましては、売上高の増加及び完成工事利益率の向上により、売上総利益 19
億円と前年同期と比べ90.6％の増加となり、販管費、営業外損益、特別損益を加えた中間
純利益は 1.8億円となりました。

（注）本文中の記載金額は、全て億円未満を切り捨てて表示しています。

＜当期における受注高、売上高及び繰越高＞

（単位：百万円）

区　　分

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

（２）資金調達の状況 特に記載すべき事項はありません。

（３）設備投資等の状況 特に記載すべき事項はありません。

13,037

24,066

86,676

開発部門

30,092

48

合　　計

当期後半繰越高

80,650

36,763

14,311 43,887

－

15,780建
設
部
門

土　木 41,514

86,676

建　築

計

当期前半売上高前期繰越高

80,650

48

30,14024,114

45,162

－

当期前半受注高

11,028

-1-



（４）直前３事業年度の財産及び損益の状況の推移

（単位：百万円）

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

（注）２．１株当たり中間（当期）純損益は切り捨て前の中間（当期）純損益を期中平均

　　　　　発行済株式数で除して算出しています。（銭未満四捨五入）

（５）対処すべき課題

　厳しい事業環境が続く中、当社が生き残るためには価格競争力の強化、積算精度の向上、

技術提案力の向上、新規顧客の拡大により受注競争を勝ち抜き、そこから利益を確保でき

る筋肉質への変換が求められております。

　社員全員が危機感を共有し、現状を打ち破るべくチェンジ・チャレンジの精神を浸透さ

せ、合理的・効率的な活動、経営資源の見直し、具体的戦術の立案・実行により、事業環

境の変化に迅速かつ的確に対応し、この危機を乗り越えてまいる所存です。

（６）主要な事業内容

　当社は、建設業法に基づく特定建設業者として国土交通大臣許可(特-1９)第１７００号

の許可を受け、土木工事業、建築工事業並びにこれらに関連する事業を行なっています。

　また、宅地建物取引業者として国土交通大臣免許(12)第８０２号の免許を受け、不動産

取引及び住宅地、マンション等の開発事業を行なっています。

（７）主要な借入先（平成22年9月30日現在） 該当事項はありません。

（８）重要な親会社及び子会社の状況

　当社は平成１５年３月に株式会社ＮＩＰＰＯの子会社となり、同社から工事の発注を受

けるほか、当社の施工する工事の一部を同社及び同社のグループ会社に発注しています。

　同社の子会社になったことに伴いＪＸホールディングス株式会社の連結子会社になって

います。

　また、当社の経営に重要な影響を及ぼす子会社はありません。
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（９）主要な事業所及び従業員の状況（平成22年9月30日現在）

（イ）主要な事業所

本　　店 岐阜市宇佐南１丁目６番８号

東京本社 東京都新宿区西新宿６丁目１６番６号

支　　店 東北支店（仙台市）、千葉支店、東京支店

横浜支店、名古屋支店、北陸支店（新潟市）、

大阪支店、中国支店（広島市）、四国支店（高松市）、

九州支店（福岡市）、海外支店（東京都豊島区）

国内　 青森営業所ほか１０ヶ所

海外 カイロ営業所（エジプト）ほか４ヶ所

（ロ）従業員の状況

人 人増 歳 年

（注）１．従業員数は就業人員で表示しています。
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百万円 百万円

50,718 34,232

現金預金 10,497 支払手形 2,593

受取手形 731 工事未払金 15,826

完成工事未収入金 15,161 未払法人税等 84

開発用不動産 106 未成工事受入金 13,832

未成工事支出金 19,542 完成工事補償引当金 96

未収入金 4,422 工事損失引当金 806

その他 345 その他 991

 貸倒引当金 △ 89

6,824

3,003

資産除去債務 7

529 繰延税金負債 83

建物・構築物 137 退職給付引当金 6,537

機械・運搬具 24 その他 195

工具器具・備品 9

土地 349 41,056

リース資産 9

20 12,541

資本金 2,000

2,453 資本剰余金 4,322

投資有価証券 1,847 　資本準備金 4,322

関係会社株式 120 利益剰余金 6,218

破産債権、更生債権等 775 　その他利益剰余金 6,218

長期未収入金 967 　　繰越利益剰余金 6,218

その他 306

 貸倒引当金 △ 1,563 123

その他有価証券評価差額金 123

　

12,664

53,721 53,721

流動資産 流動負債

     第　6 8　期　中　間　貸　借　対　照　表

（平成２２年９月３０日現在）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

　　負　　債　　計

純　資　産　の　部

無形固定資産 株主資本

固定資産

固定負債

有形固定資産

資　　産　　合　　計 負債・純資産　　合　　計
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投資その他の資産

評価・換算差額等

　　純　資　産　　計



完 成 工 事 高 30,092

開 発 部 門 売 上 高 48 30,140

完 成 工 事 原 価 28,194

開 発 部 門 売 上 原 価 43 28,237

完 成 工 事 売 上 総 利 益 1,897

開 発 部 門 売 上 総 利 益 5 1,903

1,372

営　業　利　益 530

受 取 利 息 ・ 配 当 金 48

そ の 他 12 61

支 払 利 息 0

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 202

為 替 差 損 172

そ の 他 16 391

経　常　利　益 199

特別利益

前 期 損 益 修 正 益 21

固 定 資 産 売 却 益 2

有 価 証 券 売 却 益 0 24

特別損失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 0

固 定 資 産 除 却 損 0

9 9

　　税引前中間純利益 214

　　法人税、住民税及び事業税 34

　　中間純利益 180

売上高

     第　6 8　期　中　間　損　益　計　算　書

（平成２２年４月１日から平成２２年９月３０日まで）

百万円 百万円
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売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業外収益

営業外費用

資産除去債務会計基準の適用
に 伴 う 影 響 額



株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

17512,460

180

△ 100 △ 100

180中間純利益

前期末残高

剰余金の配当

2,000 4,322

△ 52 △ 52

評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

その他利益剰余金

2,000 4,322 6,218

株主資本

6,138

180

△ 100

当期変動額

株主資本以外の項
目の当期変動額

-
6
-

中間期末残高

当期変動額合計

12,541 123 12,664

資本準備金 繰越利益剰余金

2880 80 △ 52

12,636
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